
株式会社JALサンライト

　【流動資産　　　　　　　】 (18,552,359,691) 　【流動負債　　　　　　　】 (17,301,117,818)

　現金・預金 192,675,659 　営業未払金 16,794,326,142

　営業未収入金 13,981,749,440 　未払費用 51,962,874

　未収還付法人税等 253,559 　未払通算税効果額 111,604,043

　未収入金 1,357,186   未払法人税等 67,051,100

  棚卸資産 8,923,531 　未払金 661,489

　短期貸付金 4,319,323,606   未払消費税 108,205,079

　立替金 8,441,584 　未払賞与 162,407,136

　前払費用 34,970,194 　預り金 4,899,955

　その他流動資産 3,901,000

　1年内回収長期貸付金 763,932 　【固定負債　　　　　　　】 (310,729,033)

　退職給付引当金 307,213,741

　【固定資産　　　　　　　】 (466,155,422) 　その他固定負債 3,515,292

　（有形固定資産） (181,591,058)

　建物 299,775,351 　負債の部合計 17,611,846,851

　建物減価償却累計額 △ 230,885,901

　構築物 2,364,231 　株主資本

　構築物減価償却累計額 △ 2,364,221 　　【資本金　　　　　　　　　】 (20,000,000)

　工具器具備品 40,632,012 　　【利益剰余金　　　　　　】 (1,386,668,262)

　工具器具備品減価償却累計額 △ 19,830,332 　　利益準備金 5,000,000

　土地 91,899,918   　雇用対策準備積立金 30,000,000

　　繰越利益剰余金 1,351,668,262

　（無形固定資産） (5,504,884)

　電話加入権 514,000

　ソフトウェア 4,990,884

　（投資その他の資産） (279,059,480)

　投資有価証券 50,000,000

　長期前払費用 2,764,471

  長期貸付金 796,264

　繰延税金資産 225,498,745

　純資産の部合計 1,406,668,262

　資産の部合計 19,018,515,113 　負債・純資産の部合計 19,018,515,113

純　　資　　産　　の　　部

貸　　借　　対　　照　　表
2026年   3月 31日　現在

　　　単位：　　円

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　目 金　　額 科　　目 金　　額

当期純利益は195,508,462円



Ｉ.　重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.　資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法による原価法

2.　有価証券の評価基準及び評価方法
移動平均法による原価法を採用しています。

3.　固定資産の減価償却の方法
　　(1)　有形固定資産（リース資産を除く）

　

(2)　無形固定資産（リース資産を除く）
　　定額法を採用しております。

(3) 　リース資産

4.　引当金の計上基準
(1)　退職給付引当金

5.　収益及び費用の計上基準
(1)　収益の計上基準
　 当社は、日本航空株式会社からの受託契約に基づく事務代行サービスを提供しており、

定額部分については契約期間にわたって、従量部分については役務提供完了の時点で収益 を認識しております。

(2)　費用の計上基準
費用については、発生主義により認識し計上しております。

Ⅱ.　株主資本等変動計算書に関する注記

1.　発行済株式の種類及び総数
　当事業年度末における発行済株式の数

普通株式・・・・・・・・・・・400株

2.　配当に関する事項
基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

2026年6月16日開催の第52回定時株主総会決議による配当に関する事項
　配当金の総額 58,652,540円
　１株当たりの配当額 146,631.35円
　配当の原資 利益剰余金
　基準日
　効力発生日

2026年3月31日
2026年6月17日

個　　別　　注　　記　　表
自　2025年4月1日　　　　　至　2026年3月31日

株式会社JALサンライト

1998年4月1日以降に取得した建物および2016年4月1日以降に取得した建物付属設備及び構築物については
定額法、それ以外のものについては定率法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に
関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（20年）にわたり、そ
れぞれ発生の翌期から均等償却しております。


